
全銀協のBCPに関する取組み

2014年5月16日



1

これまでの取組み

21年度 「新型インフルエンザ対策に係る業務継続(BCP)に関する基本的考え方」策定

22年度 新型インフルエンザ(強毒性)対策に係る訓練を実施

23年度 「震災対応にかかる業務継続計画(BCP)に関するガイドライン」策定

24年度 震災対応（首都直下地震）に係る訓練を実施

25年度 震災対応（安否確認・対策本部初動対応）に係る訓練を実施

第４次中期計画（平成25～27年度）

新型インフルエンザ対策や震災対応等、銀行界全体としての業務継続態勢の整
備・向上
Ａ．銀行界の業務継続体制の整備・向上
Ｂ．震災対応等に係る手形交換所規則等改正の最終モデル案等提示
Ｃ．震災対応をはじめとするＢＣＰ実効性向上のための訓練の実施
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24年度訓練

訓練項目

＜初動対応＞
Ⅰ．対策本部の立上げ・運営

＜業務継続対応＞
Ⅱ．現金払い戻し業務の継続
Ⅲ．資金決済業務の継続

＜その他＞
Ⅳ．帰宅困難者等への対応

訓練シナリオ

社会インフラ

外部委託先

通信

電力

ATM保守

警備

警送

人材派遣

影響

影響

訓練結果／課題抽出・整理
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可
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不
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各行BCP見直し

検証

検証

検証

業界対応・支援

その他

対策

再検証（訓練）

対策検討

Plan Do Check Action
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25年度訓練の位置づけ

業界横断訓練の継続実施

実効性の観点を含めた検証

訓練内容・形態の高度化

業界内連携の確立

実働
訓練

ガイドラインの見直し 見直

し

現金輸送・燃料調達 etc

基礎
検討

25年度

◆対策本部
初動対応訓練

◆安否確認訓練

実効性検証

◆業界内連携･協力
必要項目抽出

◆論点・課題整理

業務継続
能力向上

態勢整備

課題 対応 取組み テーマ

◆態勢整備調査

24年度23年度

取組み

机上訓練

テーマ

態勢整備
状況検証

（金融機能維持）

取組み

ガイドライン
策定

テーマ

態勢整備
目安・指針提示
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25年度訓練概要

対策本部初動対応 安否確認

対策本部構成員（原則） 全役職員（原則）

参加者数 約3000名 約44万人
（正社員32万人/契約･派遣社員等12万人）

9月2日(月)13時～(原則) ～10月31日までの間の任意の日時

実働訓練 実働訓練

①対策本部初動対応プロセスの確認 ①会員銀行の全役職員の参加

②状況付与による実効性検証 ②安否確認プロセスの確認

③訓練結果にもとづくベンチマークの設定 ③安否不明者に対する追加安否確認の
   実効性検証

訓練日時に自行本店所在地で震度６強の地震が
発生

平日日中に自行本店所在地で震度６強の地震が
発生

①対策本部構成員の参集

②対策本部の設営

③金融庁･日本銀行への被害状況報告

参加銀行 152行（正会員、準会員、特例会員（ゆうちょ銀行）および金融庁、日本銀行

参加者

訓練日時

訓練内容 役職員の安否確認

訓練方式

訓練テーマ

(訓練目標）

訓練シナリオ



25年度訓練結果例①

 対策本部構成員参集完了時間

 対策本部設営完了時間
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25年度訓練結果例②

 金融庁・日本銀行への報告手続完了時間

*第1報：災害対策本部の連絡先ならびに本店およびシステムセンターの状況報告

第2報：本店およびシステムセンターの状況に係る続報ならびにその他の被害状況等（営業店の状況等）の報告

6



7

25年度訓練結果例③

①最終確認率(役職員) ②確認形態 ③年間訓練回数

100%

72%

18%

2%

8%

95～100%未満

90～95%未満

90%未満

訓練結果

57%

プル型

3%

併用

39%

その他

1%

プッシュ型

態勢整備状況

調査結果

1回

32%

2回

40%

3回以上

23%

その他

5%

態勢整備状況

調査結果


